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第三章 台湾進出に必要な知財戦略 

 

第一節 進出の際における留意事項 

 

  台湾は WTO 加盟に続けて、数ヶ国と次々に自由貿易協定を締結した。特に 2011 年 1

月に中国と締結した ECFA が発効してから、台湾は全世界の貿易において、ますます

重要な役割を果たしている。大勢の外国企業が台湾に拠点を設立し生産、営業活動を

行うにつれ、外国企業がグローバルな知的財産権を取得することが求められる中で台

湾は無視できない地域となっている。然し、一部の外国企業が台湾に進出し、台湾で

生産営業活動を行う際に、台湾の知的財産権制度を明確に理解できていなかったり、

台湾で関連する知的財産権の保護を即時に求めることができなかったり、権利を充分

に行使できなかったり、またはその知的財産権を他人に先取り出願･登録される等の

問題が発生している。例えば、日系企業 UCC 会社が 1974 年に「UCC」商標を台湾でコ

ーヒー、お茶及びココア等を含む製品を指定して登録商標を取得したが、当該商品分

類しか登録してなかったため、経済部智慧財産局は、ある台湾会社が 2008 年に「UCC

及図」を商標とし、自転車等の 20 種類の商品を指定した出願を承認した。日系企業

UCC 社は異議を提出し、経済部智慧局は取消すべきであるという処分を下したが、経

済部訴願審議委員会は不利な審判を下した。その後、UCC 社は最高行政裁判所まで上

訴し、幸い、日系企業 UCC 会社が訴訟手続きにおいて、大量かつ充分な使用資料を提

出し、「UCC 及図」の商標がすでに台湾で高い知名度があり、当該台湾会社の長期に

渡る使用を承認すれば、UCC 商標が希釈化し減損効果が生じることを証明したため、

最高行政裁判所は智慧財産裁判所が下した不利な判決を破棄し、智慧財産裁判所に審

理しなおすよう差し戻し11、最終的には智慧財産裁判所が経済部訴願審議委員会の訴

願決定を破棄する判決を下した12。このことから分かるように、もし台湾の市場に進

入する前に予め計画し関連する知的財産権を取得していなければ、日系企業の台湾市

場における発展を妨げることになる。そのため、権利の維持には対応する相当なコス

トを要するが、グローバル化及び台湾における知的財産分野の発展からみると、グロ

ーバルな進出計画並びに台湾への進出において、必要なコストの支出は企業が競争優

勢を維持するに欠かせない手段となっており、知的財産権はビジネスを展開する上で

の基礎となるものである。勿論知的財産権が本質において商業活動の一環に属してい

るため、他の商業活動と同様、支払ったコストとリターンを同時に考慮するという観

点も必要であることから、本節では、台湾進出にあたり知的財産権保護を求める際に

検討すべきコスト及びリターンについて更なる分析を行う。 

 

                                         
11 最高行政法院 101 年度判字第 47号判決。 

12 智慧財産法院 101 年度行商更（一）字第 2号判決。 
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第一目  知的財産権による保護：コスト 

 

1.知的財産権利化の基本検討事項 

 

知的財産権の種類によって保護要件も異なってくるため、新しい製品若しくはアイ

デアは、属性の異なる知的財産が生み出され、異なる知的財産法の保護を受けること

となる。例えば、新しい半導体集積回路の回路配置は、同時に専利法、著作権法及び

積体電路保護法（半導体集積回路の回路配置保護法）の保護を受ける可能性がある。

そのため、権利保護の立場から、全ての権利を同時に主張することができれば、権利

者にとって最も充実した保障が受けられる。しかしながら、権利の主張には、必ず相

応するコストが伴う上、知的財産権の本質が商業活動の一環であるため、他の商業活

動と同様に、コストと収益を同時に考慮し、自社企業の需要を把握した上で、知的財

産権の目的と目標を設定し、最小のコストで最大の利益をあげるよう、係る知的財産

権を組み合わせて活用しなければならない。 

詳述すると、費用対効果の面に関しては、商品・役務の特性並びに今後権利を行使

する際の利便性を同時に考慮しなければならない。例えば、通常特許権は最も効果的

な手段で、保護期間が最も長い知的財産権であると広く認められており、特に営業秘

密より強い排他的権利を有する。しかしながら、商品・役務のライフサイクルが 1年

しかないなどの短い場合には、20年にも及ぶ特許権の保護が過保護で無駄になるため、

こういう場合、営業秘密による保護が特許権による保護より効果的であるとも言える。

また、今後権利行使時の利便性から言うと、特許権は既に主務官庁の査定を経たもの

であるため、通常特許の構成要件を満たしていることを立証する必要はない。一方、

営業秘密を権利として主張したとき、営業秘密の保護要件につき逐一立証しなければ

ならない。例えば、権利者は完全な研究開発記録、完璧な秘密保持措置を提出した上、

営業秘密が有する経済的価値等を証明しなければならない。そのため、実務上、営業

秘密として主張するには相当困難性が伴う。しかしながら、法的効果の面から言うと、

特許侵害行為が非刑事罪化されているため、民事訴訟により侵害者に対し損害賠償請

求をすることしかできないのに対し、営業秘密の侵害は刑事責任が問われるので、権

利者は刑事上の公権力をもって介入する（事前の捜査・押収または告訴の提起等を含

む）ことができるため、侵害者に対しより大きなプレッシャーをかけることになるこ

とから、これも権利者が考慮すべき点である。それで、一体どのような手段で知的財

産の権利を保護するかは、やみくもに利用できる全手段による権利保護を求めるので

はなく、企業が設定したビジネスゴールに応じて、「法的地位」（権利の強さ）、「技

術的要素」（独自性・斬新さ、技術成熟度、応用産業分野、技術のライフサイクル）、

「市場的要素」（成熟市場か否か、製品・技術が既に標準化されているか否か）、「使

用許諾範囲」、「補完的資産」（製造能力、発展的能力、マーケティング能力、ブラ
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ンド力及び営業上の名誉）及び「技術開発のリスク」等要素13を総合的に考慮した上

で、どの手段で知的財産の権利を保護するかを決定すべきである。 

具体的な実務上、知的財産という無形資産の評価に関し、既に様々な評価方法が考

案され、一般的に次のものがある14： 

 

（一） コストアプローチ（cost approach）15 

（二） ルール・オブ・サム／経験則（rules of thumb）16 

（三） マーケットアプローチ（market approach）17 

（四） 正味現在価値法（Net Present Value, NPV）18 

（五） オプションアプローチ（options approach） 

19 

前述のとおり、各知的財産の資産評価方法が何れも長所と短所を持っているため、

如何に各側面から知的財産の価値を評価するかは、既に管理学で大きく取り上げられ

ている。CPA/ABVs 公認のビジネス評価人の場合では、特許の価値を定めるため、既に

次のとおり 20 手順を提唱しており、当然次の手順も他の知的財産権に適用すること

ができる： 

 

1．特許有効性の調査 

2．特許権利内容の確定 

3．情報収集 

4．価値評価チームの立上げ 

5．特許細部内容の閲覧 

                                         
13 Sam Khouy, Joe Daniele, and Paul Germeraad, “Selection and Application of Intellectual 

Property Valuation Methods In Portfolio Management and Value Extraction”, Les Nouvelles 

September 2001, page 79. 
14 「成熟型技術専利益智慧財産権鑑価之実証分析」、黄明官、黄博怡、葉立仁、王穏昌等合著、中小

企業発展季刊第 17期、151-182 頁。 

15 コストアプローチとは、当該知的財産権を取得するために実際に要した費用、若しくは旧技術の取

替え時の減価償却費を価値評価の基礎とするものである。 

16 過去の経験から、技術の寄与度がおよそ製品全体の販売利益の 25％～33％に相当することを発見さ

れたため、販売利益にこの割合をかけると知的財産の価値が求められる方法である。 

17 評価の対象となる特許と類似する業種の市場取引価格に基づいて比較する方法である。 

18 知的財産権の使用可能期間及びその期間内で得られるキャッシュフローを予測した上で現在価値に

割戻し、この額をもって価値評価の基礎とする方法である。 

19 知的財産権の購入・移転にオプション理論を応用する方法である。 
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6．特許請求範囲の調査 

7．弁護士／代理人との面談 

8．特許有効性の調査 

9．妨害性特許の調査 

10．各特許間の相乗効果（Synergy）への配慮 

11．特許の海外での保護の調査 

12．特許ライフサイクル残存期間への配慮 

13．過去当該特許のロイヤリティを支払ったか否かの分析 

14．当該特許が既に訴訟に関与し若しくはその虞があるか否かの調 查 

15．最良の代替技術の確認 

16．取得済み特許請求項の需要カーブの評価 

17．特許取得済みの製品の立場から見た最大利益の確定 

18．伝統的な評価法の妥当性への配慮 

19．インカムアプローチ（income-approach）での価格評価 

20．特許価格評価報告の作成 

 

知的財産の価値は、保護の対象となる技術が商品化した時の市場価値、若しくは保

護を受ける技術のプロパテント政策から生まれた可能性があるものの、全ての知的財

産が同様の価値を持つ限りではないことを、もう一度注意しておきたい。学界では、

企業の特許資産の価値分布を研究し、企業の特許資産価値分布のピーク値が、少数の

高価値特許資産のところに現れ、他の特許資産が緩やかな低価値カーブを形成するこ

とを指摘しており、つまり殆どの特許は価値が低く、甚だしくは全く価値がないとい

う意見もあり、全体的な知財戦略の策定、保護対象の選択は、極めて重要である。 

また、費用の面から見ると、主に権利取得及び権利維持に係る手数料、代理人費用

並びに価値抽出時に投入される時間と費用を考慮しなければならない。費用に関して、

著作権及び営業秘密が無方式主義を採用しているため、係る料金等費用を考慮する必

要がないことから、特許・商標の出願料と更新登録料が費用を考慮する際の重要なポ

イントとなり、詳細は下記の表のとおりである： 

 

表 2.特許出願に係る料金一覧表(台湾ドル) 

NO. 項目 金額 

1 特許登録無効審判請求 10000 

2 実用新案登録無効審判請求。特許権存続期間延長登録出願（医薬品と農薬品の特

許権） 
9000 
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3 特許出願実体審査請求（2009 年 12 月 31 日までに提出した出願案に適用）、

特許出願再審査請求、意匠登録無効審判請求。 
8000 

4 特許出願の実体審査請求（2010 年 1 月 1 日より提出する出願案で、請求項

の数が 10以内の場合に適用） 
7000 

5 特許出願。特許への変更出願、特許の分割出願、意匠出願再審査請求。 3500 

6 実用新案技術報告書請求、検証実施の申請。 5000 

7 実用新案出願、実用新案への変更出願、実用新案の分割出願、意匠出願、

組物意匠出願、組物意匠への変更出願。意匠の分割出願。 
3000 

8 無効審判請求の理由・証拠の補充修正、明細書・図面・図面説明の変更 2000 

9 特許出願の早期公開請求、面接の申請 1000 

10 商業上の実施に必要なため、早期審査を請求する場合 4000 

11 特許出願の実体審査請求（2010 年 1月 1日より提起する出願案に適用）で、

請求項の数が 10を超える場合は、1項毎に NT$800 が加算 
800 

12 特許出願の実体審査請求、特許出願の再審再請求で、明細書と図面の合計が 50

頁を超える場合は、50 頁毎に NT$500 が加算され、50 頁未満であっても 50 頁と

して計算 

500 

13 明細書・図面・図面説明以外の変更は、1件につき NT$300 で、同時に 2項以上の

訂正を申請する場合も同様 
300 

14 特許専用実施権設定登録、特許専用実施権抹消登録 100000 

15 その他の申請料金  

16 特許出願権・特許権の移転登録・継承登録、特許権実施許諾登録、特許権質権設
定登録、特許権質権消滅登録、特許権信託登録、特許権信託抹消登録、特許権信
託帰属登録 

2000 

 

17 特許権質権・特許権信託のその他の変更登録事項 300 

18 半導体集積回路の回路配置登録 8000 

19 特許・実用新案特許料は、1～3年目（一年分） 2500 

20 自然人・学校・中小企業は登録料を減免することができ、特許・実用新案につき

1～3年目、毎年 NT$800 が減免され、減免後（一年分） 
1700 

21 特許の登録料は、4～6年目（一年分） 
延長登録が認められた特許権につき、1件毎の登録料は（一年分） 

5000 

22 自然人・学校・中小企業は特許登録料を減免することができ、4～6 年目毎年

NT$1200 が減免され、減免後（一年分） 
3800 

23 特許の登録料は、7～9年目（一年分） 8000 

24 特許の登録料は、10年目以降（一年分） 16000 

25 実用新案の登録料は、4～6年目（一年分） 4000 

26 自然人・学校・中小企業は実用新案登録料を減免することができ、4～6年目毎年

NT$1200 が減免され、減免後（一年分） 
2800 

27 実用新案の登録料は、7年目以降（一年分） 8000 

28 意匠の登録料、1～3年目（一年分） 800 

29 自然人・学校・中小企業は、登録料を減免することができ、意匠につき 1～3 年

目、毎年 NT$800 が減免され、減免後（一年分） 
0 

30 意匠の登録料は、4～6年目（一年分） 2000 

31 自然人、学校及び中小企業は意匠の特許料を免除することができ、4年目から 6

年目まで、毎年ニュー台湾ドル 1200 元が免除され、免除後（一年分） 
800 

32 意匠の特許料、7年目以降（一年分） 3000 
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33 その他の特許料金  

34 申弁理士（専利師）登録証の交付・再交付・書換え 1500 

35 申特許代理人（専利代理人）登録書の再交付・書換え 1500 

36 特許証発行手数料。証明文書発行手数料 1000 

37 特許証の再交付・書換え 600 

 

表 3.商標登録出願に係る料金一覧表 

出 願

料 

商標・ 

団体商標  

第 1 類～第

34 類の商品

を指定して

いる 

1 区分につき指定商品の

数が 20個以内の場合 

1区分につき NT$3,000 

1 区分につき指定商品の

数が 20個を超える場合 

超過分は 1 個につき NT$200

の割増料金が加算される 

第35類～第

45 類の役務

を指定して

いる  

--  1 区分につき NT$3,000 

第 35 類の特定商品の小

売に関する役務を指定

している場合、5 個を超

える場合 

超過分は 1 個につき NT$500

の割増料金が加算される 

団体標章・証明標章 1件につき NT$5,000 

電子出願 --  １件につき NT$300 が減額さ

れる 

全ての指定商品・役務が電子出願シス

テムの参考名称と同じである場合 

1 区分につき更に NT$300 が

減額される 

登 録

料 

商標・ 

団体商標 

--  1 区分につき NT$2,500 

2012 年 7 月 1 日までに既に分割納付

し、第 1期の登録料を納付した場合 

第2期の登録料は1区分につ

き NT$1,500 

団体標章・ 

証明標章 

--  1 件につき NT$2,500 

2012 年 7 月 1 日までに既に分割納付

し、第 1期の登録料を納付した場合 

第2期の登録料は1区分につ

き NT$1,500 

更 新

登 録

料 

商標・団体商標 1区分につき NT$4,000 

団体標章・証明標章 1件につき NT$4,000 

分 割

出 願

出 願

手 数

料   

登録出願案件 分割後に増加した件数は、1

件につき NT$2,000 

商標権・ 

証明標章権・ 

団体商標権 

--  分割後に増加した件数は、1

件につき NT$2,000 

異議・無効審判・取消審判事件が確定

する前に分割出願をした場合  

NT$2,000 が加算される 

そ の

他 の

申 請

料 金 

登録出願事項・

登録事項の変更 

--  1 件につき NT$500 

1 件の変更申請案の中に、同時に同一

事項につき多数件の変更申請を行う

変更申請の案件数に基づき

計算され、1件につき NT$500 
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場合 

登録商標の指定商品･役務の縮減 1件につき NT$500 

使用許諾・ 

再使用許諾の登

録 

--  1 件につき NT$2,000 

1 件の使用許諾・再使用許諾の登録申

請案の中に、同一事項につき多数件の

許諾・再使用許諾の申請を行う場合 

許諾・再使用許諾の登録案件

数に基づき計算され、1 件に

つき NT$2,000 

使用許諾登録・再使用許諾登録の抹消 1件につき NT$1,000 

移転登録 --  1 件につき NT$2,000 

1 件の移転登録申請案の中に、同時に同一

事項につき多数件の移転登録の申請を行

う場合 

移転登録申請の案件数に基

づき計算され、1 件につき

NT$2,000 

質権の設定登録 1件につき NT$2,000 

質権の消滅登録 1件につき NT$1,000 

異議申立て 1区分につき NT$4,000 

無効審判請求 1区分につき NT$7,000 

取消審判請求 1 区分につき NT$7,000 

異議申立・無効審判・取消審判の参加許可 1 件につき NT$2,000 

各種証明書類の発行 1 部につき NT$500 

案件ファイルの閲覧 1 件につき NT$500 

商標登録証の再交付・書換え 1 件につき NT$500 

 

知的財産権の価値を抽出する時に投入される時間と費用は、技術及び産業によってそ

れぞれ異なり、特に企業が設定したビジネスゴール（収益面）と関係している。学界

においては費用面と収益面の両方の視点を統合し、知的財産権の価値抽出を総合的に

考慮した上、企業は知的財産権の配置を検討できるという意見もあり、すなわち支払

った費用とそれでもたらされる利益を同時に考慮し、自身企業の需要を把握してから

始めて最低の費用で最大の利益を獲得することができる。 

 

2.特許権取得の検討事項 

 

  第二章第二節で述べた通り、製造産業における権利者がその技術または製品の外観

の他人による盗用を発見した際、もし発明、実用新案または意匠の保護があれば、権

利者が警告書簡（弁護士書簡）、または内容証明という方法を通し、権利侵害者に対

し自らの厳正な立場を伝えるとともに権利を重視するように求め、権利侵害者が回答

しなかった場合、訴訟手続きを始め、特許侵害訴訟を提起することができる。しかし、

実際の案例において、ある日本の有名ポンプ製造会社は、台湾で自社の台湾下請け工
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場が自社製品と極めて類似しているポンプ製品を模倣、製造し、台湾下請け工場自身

の LOGO を貼り付けて販売し、多額の利益を得たことを発見したが、当該日本会社は

上述のポンプについての特許を台湾で出願していなかったため、特許法の規定により

その権益を維持することができなかった上、台湾の下請け工場も日本企業の商標を使

用していなかったため、日本会社は有効に自身の合法的な権益を保護することができ

なかった。この事例から理解出来るように、台湾の市場に進入する前に関連製品につ

いての知財戦略を事前に確かなものにしておくことが必要であり、かつ当該製品が属

している保護対象の種類により適切な知的財産権の保護を申請しなければならない。

例えば、前述のポンプのケースも、もしポンプの技術を保護対象の種類とするのであ

れば、特許または実用新案の出願ができるかもしれない上、もしポンプのデザインを

保護対象の種類とするのであれば、意匠を出願できるかもしれない。次は専利権取得

関連の出願手続きの流れについて説明する。 

専利権は「特許」、「実用新案」及び「意匠」等三種類に分けられ、各種専利の詳

細な特徴は第二章第一節の説明を参照することができる。 

 

特許を申請するには、出願人は願書、明細書、必要な図面等の書類に記入し、料金

を納付して出願する。出願日の翌日から 3年以内に、実体審査を請求することができ

る。審査の結果、上記法定用件を満たしていないとき、智慧財産局はまず拒絶理由通

知書を発行し、期限を定めて出願人に回答を命じる。出願人は期限までに明細書、特

許請求の範囲若しくは図面を変更するか、若しくは意見書を提出若しくは双方を実施

しなければならない。 

特許出願が智慧財産局の審査を経て、特許可能であると認められた場合、智慧財産

局は特許査定書を発行する。出願人が査定書送達後 3ヶ月以内に証書料及び 1年目の

特許料を納付してから、智慧財産局は初めて係る特許請求の範囲及び図面を公告し、

且つ公告日から特許権及び特許証を付与する。出願人が故意にではなく、所定期限内

に費用を納付しなかったとき、費用納付期限満了後 6 ヶ月以内に証書料及び 2 倍の 1

年目の特許料を納付すれば、智慧財産局によって公告がなされる。 

智慧財産局の審査官は、当該特許出願案が特許可能要件を満たしていないと認めた

とき、出願を拒絶する。出願人は拒絶査定送達後 2ヶ月以内に再審理由書を用意した

上で智慧財産局に再審査を請求することが可能であり、再審査の結果拒絶査定が維持

されたとき、出願人は再審査結果受領後 30 日以内に、経済部訴願審議委員会で訴願

の申請を行い、訴願を却下されたとき、2 ヶ月以内に智慧財産法院に行政訴訟を提起

しなければならず、智慧財産法院に行政訴訟を却下されたとき、出願人は 20 日以内

に最高行政法院に上訴を提起しなければならない。その流れは次頁のとおりである： 
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図 1. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報提供元：台湾経済部智慧財産局ホームページ 

 

実用新案を申請するには、出願人は願書、明細書等の書類を記入し、料金を納付し

て出願する。台湾では、実用新案は「方式審査原則」を採用しており、所謂「方式審

査」とは、特許主務官庁が実用新案出願を審査するに際し、先行技術調査や新規性、

進歩性等の特許要件を満たしているか否かを確認するための実体審査を行わずに、明

細書及び図面のみに基づき、方式的要件を満足しているか否かを判断する。なお、実

用新案の審査期間は出願日から約 6ヶ月である。実用新案登録出願が智慧財産局に拒

絶されたとき、出願人は査定書受領後 30 日以内に経済部に訴願を提起しなければな
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らず、経済部に訴願を却下されたとき、出願人は 2ヶ月以内に智慧財産法院に行政訴

訟を提起しなければならない。その後、智慧財産局に行政訴訟を却下されたとき、出

願人は 20 日以内に最高行政法院に上訴を提起しなければならない。その流れは次頁

のとおりである： 

 

 

図 2. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報提供元：台湾経済部智慧財産局ホームページ 

 

意匠を申請するには、出願人は願書、明細書、図面等の書類を記入し、料金を納付

して出願する。査定の結果、上記要件を満たしていないとき、智慧財産局は拒絶理由
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通知書を発行し、期限を定めて出願人に回答を命じる。出願人は期限までに説明書も

しくは図面の補正、または意見書を提出しなければならない。 

意匠出願が智慧財産局の審査を経て、登録可能である認められたとき、智慧財産局

は査定書を発行する。出願人が査定書送達後 3ヶ月以内に証書料及び 1年目の登録料

を納付してから、智慧財産局は初めて係る図面説明書等を公告し、且つ公告日から意

匠権を付与する。 

智慧財産局の審査官は、当該意匠出願が登録要件を満たしていないと認めたとき、

出願を拒絶する。出願人は拒絶査定送達後 2ヶ月以内に再審理由書を提出して智慧財

産局に再審査を請求することができる。再審査の結果拒絶査定が維持されたとき、出

願人は再審査結果受領後 30 日以内に経済部に訴願を提起しなければならず、経済部

に訴願を却下されたとき、出願人は 2ヶ月以内に智慧財産法院に行政訴訟を提起しな

ければならず、智慧財産局に行政訴訟を却下されたとき、出願人は 20 日以内に最高

行政法院に上訴を提起しなければならない。その流れは次頁のとおりである： 

図 3. 
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情報提供元：台湾経済部智慧財産局ホームページ 

 

3.商標権取得の検討事項 

 

  第二章第二節が述べた通り、商標は消費者が製品の由来を識別する重要な鍵である

ため、有名な商標は、他者により登録されたり、商標が類似することがよく起こる。

例えば、日本の有名な産地が台湾で登録された有名な「讚岐うどん」商標をめぐり、

台湾南僑化学工業株式会社と「土三寒六」店舗との間で商標大合戦が起こった。商標

の冒認登録されたことの争議問題の処理について、もっとも有効な方法は事前の予防

であり、台湾市場に進入する前に、商標の調査を予めしておかなければならないため、

台湾商標法の保護の規定を日本企業が理解することが重要である。さらに、他者に冒

認登録された際に、商標法の異議申立または無効審判等の制度を利用し、ケースによ

っては相当の困難を通して、他者が登録した商標を取り消すことが可能である。次は

商標の出願の関連事項について説明する。 

所謂「商標」とは、商品・役務の関連消費者に商品・役務の出所を認識させるに足

り、且つ他人の商品・役務と区別できる標識のことを言う。商標法は大幅に改正され、

2012 年 7月に施行され、商標の保護対象から言うと、新法では旧法と同様に「商標（狭

義の商標）」、「証明標章」、「団体標章」及び「団体商標」に分けられる。証明標

章は、「他人」の商品若しくは役務を証明する標識であり、例えば、一般消費者によ

く知られている ST玩具安全標識及びウール 100％標識等がこれに該当する。団体標章

は、純粋に団体の組織自身若しくはその会員の資格を表彰するものであり、団体若し

くはその会員がそれを係る物品若しくは文書に表示する。団体商標は、単一出所の商

品・役務の表彰に使用しておらず、団体の各メンバーがそれを団員の商品・役務に使

用する。詳細説明は第二章第一節を参照することができる。 

商標登録出願手続きの流れを次に述べる。出願人が願書及び関連書類を提出した後、

智慧財産局は出願書類につき方式審査を行い、不備があれば智慧財産局は期間を定め

て出願人に補正を命じる。手続審査通過後、智慧財産局によって実体審査が自動的に

行われ、出願商標が登録要件を満たしているか否かの判断が行われる。上記登録要件

の全てを満たしていれば、智慧財産局は登録査定を発行し、出願人は登録査定が送達

後 2ヶ月以内に費用を納付しなければならない。 

智慧財産局は商標出願が登録要件を満たしていないと認めたとき、まず拒絶理由通

知書を発行し、期限を定めて出願人に意見書の提出を命じ、それでも不備があれば、

商標出願を拒絶する。出願人は拒絶査定受領後 30 日以内に経済部訴願審議委員会に

訴願を提出しなければならず、経済部に訴願を却下されたとき、出願人は 2ヶ月以内

に智慧財産法院に行政訴訟を提起しなければならず、智慧財産法院に行政訴訟を却下

されたとき、出願人は 20日以内に最高行政法院に上訴を提起しなければならない。 
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4.著作権に係る検討事項 

 

第二章第二節で述べた通り、インターネットの発展とともに、動画、音楽、書籍な

どのデータの複製、頒布が容易であるため、企業が関連法律（主に著作権法）の保護

を通じて対応しなければ、海賊版、権利侵害品が蔓延し、権利者の権益並びに産業利

益を損なってしまう。そして、台湾における現況は日本とは異なる部分もあるため、

台湾市場に進入する前に予め台湾の関連制度を理解しなければならない。次は著作権

法の関連事項について説明する。要件に関する詳細説明は、第二章第一節を参照され

たい。 

著作物完成後、著作権の保護要件を満たしていれば、製版権を除き、何れも主務官

庁の審査を経ることなく自動的に著作権保護を取得し、係る料金を納める必要はない。

しかし、台湾で人気のある映画、アニメ、漫画及びオンラインゲーム等のコンテンツ

制作には、台湾の著作物を利用することが多いため、原著作権者の同意・許諾を得て

いなければ、原著作権者の改作権及び編集権を侵害して、係る民事・刑事責任を負う

虞があることに注意されたい。よって、原著作権侵害に該当するか否かに注意を払う

ことは極めて重要である。 

 

 

5.営業秘密に係る検討 

 

第二章第二節が述べた通り、技術のイノベーションは昔からハイテクノロジー産業

が存続できるかの鍵であるため、技術が競争相手に盗用されるのをどうのように避け

るかについては IT 産業界が向き合わなければならない問題である。台湾において、

未公開の技術部分については全て営業秘密の保護を通して維持するが、良くある営業

秘密の侵害の殆どは、退職した従業員が元の雇用者の機密情報を現在の雇用者に漏洩

する、または現在の職務において使用する場合である。このような案件では、退職し

た従業員を訴え、賠償を求めることは容易ではない上、度々発生する問題はどのよう

に当該機密情報が営業秘密法でいう「営業秘密」に該当することを証明するかという

ことである。そのため、次は営業秘密において注意すべき関連事項について説明する。 

第二章第一節に前述したように、営業秘密の構成要件は、生産、販売若しくは経営

に利用できる情報でなければならない上、なお「秘密性（当該情報に係る一般者に知

られていないもの）」、「経済価値（その秘密性により現実的・潜在的経済価値を有

するもの）」、「秘密保持措置（全ての者が既に合理的な秘密保持措置を取っている

もの）」等を満たさなければならない。 

第二章第一節で前述していない事項として、台湾営業秘密法における「秘密性」と

は「当該情報に係る一般者に知られていないもの」と規定しており、換言すれば、当
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該情報はただ一般公衆に知られていないだけでなく、当該分野に係る一般者でさえ知

られていないとき、初めて「秘密性」の要件を満たす。 

また、台湾営業秘密法における「経済価値」は、台湾は米国、日本等国々と同様に、

広範囲な認定基準を採用しているので、当該情報が営業若しくは市場競争において重

要性・価値性を有すれば、完成済若しくは開発中に関わらず、何れも経済価値を有す

ると認定できることから、価値は現実的価値でも潜在的価値でも構わない。これに基

づき、実務上では、営業における当該情報の重要性、既知の方法を改善したときのメ

リット、当該情報の開発に要する費用、当該情報の機密性の保持に要する費用、若し

くは他人が当該情報を取得するため支払う対価等を証明できれば、「経済価値」とい

う要件が満たされる。さらには、企業経営者が「失敗経験」に代価を支払い、今後危

険・錯誤を回避して成功への道を歩んでいけるため、企業の失敗経験は、現実的また

は潜在的価値を有し、「経済価値」の要件を満たしている。そのため、実務上では、

本要件が議論されることは稀である。一方、営業秘密の「経済価値」がその機密性に

由来するため、「秘密保持措置」要件の認定で、営業秘密に該当するか否かが定めら

れる。上記要件に関する詳細説明は、第二章第一節も参照されたい。 

営業秘密保護は、競争秩序の維持を主な目的とし、基本的に権利取得の問題がない

ため、当然主務官庁による審査・登録、若しくは裁判所による権利確認の問題がなく、

裁判所が個々具体的な案件につき上記営業秘密・工商秘密の要件を満足しているか否

かを斟酌するだけでよく、料金納付の問題もない。但し、他の知的財産権とは異なり、

営業秘密は一旦侵害され漏洩すると、企業の競争上の優位性に大きな損害を与える上、

秘密性の回復もできないことから、事前に適切な防護対策と秘密保持措置を取ること

こそ、根本的な解決になる。何と言っても、営業秘密侵害事件発生後に救済措置を取

ることは、周到な事前予防策を講じるほど効果的ではない。その上、秘密保持契約の

締結、若しくは電子的方式、書面又はその他の方式による情報接触者・情報取得者の

名前、時間、接触・取得した情報の内容と目的等の記載等、一旦適切な秘密保持措置

を築き上げると、たとえ後に不運にも侵害事件が発生したとしても、係る証拠を確保

することができ、営業秘密の侵害を主張できることも可能となり、民事手続では、容

易に挙証できる契約責任を主張することもできる。秘密保持措置の具体的な対応は、

第二章第四節を参照できる他、本章第二節で詳細な説明を行うこととする。 

 

第二目 知的財産権による保護：リターン 

 

1.ライセンス契約に関する留意点 

 

1.1 ライセンスの理由  

 

所謂ライセンス契約は、ライセンサーがそのライセンスの対象（技術、知的財産
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権等）に係る実施権をライセンシーに与え、ライセンシーはロイヤリティ若しくは

他の対価をライセンサーに支払うことを指し、その構図は次のとおりである： 

 

図 4. 

 

 

 

ライセンス契約は、知的財産権若しくは技術、法律等様々な面に関与しているも

のの、ライセンス契約の本質は、知識経済に基づく商業的取引であり、つまり、知

的財産の資本市場における取引を通じて企業の利益向上を図るものである。ライセ

ンシーにとっては、ライセンスを受けるために支払う対価が権利を購入するための

代金より安いので、リスクの低減を図ることができ、またライセンサーにとっては、

ライセンスをすれば他人に特許権を譲渡しなくてもよい上、市場での技術革新のリ

スクを（一部）移転することもできる。よって、ライセンス契約を検討するとき、

経営の戦略的意思決定を考慮した上、法的な視点をも取り入れることで、企業の権

利が確保される。 

ライセンス契約を検討するに際し、ライセンサー及びライセンシーの双方の立場

に立って考慮すべきであり、考慮する要素はおおよそ次の表にまとめることができ

る。なお、ライセンス契約の条項の内容交渉は、何れも次に掲げる考慮要素に基づ

き行われる： 

 

表 4. 

 ライセンサー  ライセンシー 

メリット 

 ロイヤリティ収入 

 新製品開発リスクの

回避 

 争いの予防・解決 

 研究開発リスクと費

用の低減 

 市場への早期進出 

 商品価値の増幅 

 企業競争力の維持 

 争いの予防・解決 

リスク 

 潜在的競争相手の出

現 

 営業秘密喪失のリス

ク 

 高額なロイヤリティ

の支給 

 ライセンス更新不可 

 将来的発展の制限

ライセンス対象の実施権を許諾する 

授権者 

(Licensor) 

被授権者 

(Licensee) 

ロイヤリティ又はその他の対価を

支払う 
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（後発劣勢） 

 

上記の考慮すべき要点に基づき、ライセンス契約でよく見る重要な内容につき、

以下に解説する。なお、ライセンス契約の本質は商業行為であり、公平交易法の規

制も受けているので、それぞれの契約約款が不正競争を構成するか否かを同時に論

じることとする。 

 

1.2 ライセンスの対象 

 

ライセンスの対象とライセンスの範囲はライセンス契約の中核と言えるが、ライ

センスの対象とライセンスの範囲を決定するには、企業自身の「商業形態」、「市

場ポジショニング」及び「商品ライフサイクル」等重要な要素を考慮しなければな

らない。 

「商業形態」に関して詳しく言うと、ビジネスモデルの違いによって、許諾され

る権利の内容、ライセンスの対象、許諾される主体的範囲等に対して考慮すべき点

も異なる。技術ライセンス・特許ライセンスから言うと、製造、OEM、R&D を主な

事業内容とする企業は、販売、販売の申し出、使用、輸入、サブライセンス等に係

る権利の取得を希望するのに対し、販売代理を主な事業内容とする企業は、販売、

販売の申し出、輸入に係る権利の取得を必要とする。また、ライセンスの対象に関

しては、製造、OEM、R&D を主な事業内容とする企業は、一つの特許権に係るライ

センス、パッケージライセンス（Packaging licensing）を含む特許・技術ライセ

ンスの取得を希望し、更には「包括ライセンス」の形で使用許諾を受け、つまり、

特許権者の所有する特許権が多く、限られた資源・労力で関連特許を相次いで発見

して併せてライセンスの申し出をすることがあるので、争いを回避するため、一定

期間の締切りを設定し、その締切りまでに当該特許権者の名義で登録された関連分

野の全ての特許を一括してライセンスを許諾するという方法がある。一方、販売代

理を事業内容とする企業は商品のライセンスに着目する。この他、製造、OEM、R&D

を事業内容とする企業は、生産する主体がほぼ川上川中川下若しくは関係企業に及

ぶため、販売代理を主な事業内容とする企業よりも、ライセンシーの範囲が広い可

能性がある。両者について次の表で比較を行う： 

 

表 5. 

 製造、OEM、R&D 販売代理 

権利内容 

製造、販売、販売の

申し出、使用、輸入、

サブライセンス 

販売、販売の申し

出、輸入 
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ライセンシーの範囲 

関係企業、川上川中

川下に及ぶ可能性

がある 

代理店 

ライセンスの対象 

ライセンス許諾さ

れる特許・技術： 

 一つの特許・技術 

 パッケージライ

センス 

 包括ライセンス 

商品のライセンス 

 

1.3 ライセンスの種類及びその法的効果  

 

ライセンスの種類に関しては、考慮すべき主な要素が「市場の地域」である。詳

しく言うと、ライセンシーは、企業が所在する地理的地域を考慮した上で、ライセ

ンサーとの契約に「地域制限条項」を挿入し、特定地域（例えば、台湾地域）に限

定してライセンスを受けることが可能である。また、主な販路の対象顧客群（例え

ば、ある産業の川上業者）を考慮した上で、ライセンサーとの契約に「販売先制限

条項」を挿入することも可能である。それに対し、ライセンサーは、ライセンシー

同士の競合、若しくはライセンサーとライセンシーの競合を防ぐため、ほとんどの

場合、ライセンシーとの契約に「地域・販売先制限条項」を挿入し、同時に専用実

施権、独占的通常実施権、通常実施権を約定する。 

「専用実施権（exclusive license）」の場合では、ライセンス契約の約定で定

められた範囲内において、ライセンサーは、ライセンス範囲と重なる部分の権利を

第三者に許諾することができず、さらには、自ら実施することもできない。「独占

的通常使用権（sole license）」の場合では、ライセンス契約の約定で定められた

範囲内において、ライセンサーは、ライセンス範囲と重なる部分の権利を第三者に

許諾することができないが、自ら実施することができる。「通常実施権

（non-exclusive license）」の場合では、ライセンサーは、ライセンス範囲と重

なる部分の権利を第三者に許諾することができる上、自ら実施することもできる。 

ライセンスの地域性に関しては、「市場の地域」の他、なお「市場の構造・方向

性」をも考慮する必要がある。例えば、実験市場と成熟市場は、製品の生産量が異

なる。また、ライセンサーは、競合回避や品質管理等理由に基づき、ライセンシー

に対して製品の生産量を制限すべく、契約において「生産数量制限条項」を挿入す

る可能性がある。また、ライセンシーがライセンスを受けて商品化を行った後の市

場構造が独占市場・寡占市場であれば、ライセンシーが高い価格で販売できるはず

なので、ライセンシー同士の低価格競争を防ぐと同時に、ライセンサー自身の回収

額を最大化するために、契約に「販売価格制限条項」を挿入し、商品化された物の
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最低販売価格を約定することもある。 

ライセンス期間に関しては、商品化された物の製品ライフサイクルと関係してい

るので、「商品自身の特性（非耐久消費財か否か）」、「技術の導入・具体的成果

の実現に要する時間」及び「市場の成熟度」等要素を考慮した上で、ライセンス期

間を決定しなければならない。詳しく言うと、商品が非耐久消費財で、買換え率が

高いとき、短いライセンス期間を約定する傾向にある。一方、医薬品等の特許は、

技術の導入・具体的成果の実現に長い期間を要するので、ライセンス期間が短いと

ライセンスの価値を充分に抽出できないため、実務上長いライセンス期間を約定す

る傾向にある。この他、市場の成熟度も考慮すべき要素の一つであり、実験市場で

は、新商品の開発に高度なリスクが伴うので、リスク低減のため、ライセンシーに

とって長いライセンス期間は望ましくない。 

一般的に、ライセンス契約において実施の範囲やライセンス期間等を制限するこ

とは必ずしも不正競争を構成するわけではない。例えば、公平交易委員会は、技術

授権協議案件之処理原則（技術ライセンス契約案件処理原則）第 5につき、既に例

示して、「ライセンシーの実施できる範囲を製造、使用若しくは販売に制限する条

項を約定する」、「特許権の存続期間に、ライセンス契約に期間制限条項を挿入す

る。また、専門的技術がライセンサーの責めに帰すべきでない事由により、ライセ

ンスされる専門的技術が営業秘密性を喪失して公開される前に、ライセンス契約に

期間制限条項を挿入するときも同様とする」等は、何れも公平交易法の競争制限的

行為・不正競争行為に関する規定に違反しない旨を説明している。しかしながら、

ライセンス契約に販売地域制限条項及び販売先制限条項を挿入することは、同処理

原則第 6条によると、「顧客をセグメントする目的のため、若しくはライセンスの

範囲と関係なく、ライセンシーの技術実施可能な範囲若しくは販売先を制限する」、

「特許権の存続期間に、特許ライセンス契約に、台湾域内において販売地域を区別

して制限する条項を挿入する」。また、「ライセンサーの責めに帰すべきでない事

由により、許諾される専門的技術が営業秘密性を喪失して公開される前に、専門的

技術のライセンス契約に販売地域制限条項を挿入する。」、「ライセンシーに、ラ

イセンサー若しくはその指定する者を通じて販売するよう要請する」等の事情が該

当し、特定の市場に対して競争的制限若しくは公平競争妨害の虞があるとき、公平

交易法の関連規定に違反する可能性があり、無効な条項に該当する。 

 

1.4.契約当事者の義務 

 

ライセンス契約当事者間で最も主な給付義務、即ちライセンサーによる技術の提

供及びライセンシーによるロイヤリティの支払いにつき、それぞれ以下の通り説明

する。 
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1.4.1 ライセンサーによる技術提供及び関連協力 

 

技術ライセンスはその性質上、所謂、情報の不完全性が存在する。なぜな

ら、技術そのものが広義の情報と言えるため、技術ライセンスにおいて、権

利者は情報優位性を持つ。また、技術・知的財産権の実施権許諾若しくは移

転は、ライセンシーが実施権を取得すれば済むわけではなく、通常ライセン

シーが当該技術を順調に実施、学習、操作できるように、契約において、ラ

イセンサーによる技術提供及び関連協力を約定する必要がある。 

具体的な方法としては、ライセンス契約において、交付すべき技術文書の

詳細を約定する他、「現場への技術指導者の派遣」、「ライセンシーの従業

員のためのセミナー研修課程・セミナーの開催」、「特殊な機械・材料の交

付」及び「技術的問題の解決への協力」等を含み、通常ライセンサーは技術

支援をする義務を負う。さらに、契約において、移転・実施許諾の成果を評

価する具体的な標準を設け、大量生産、商業化、一定の歩留まり率の達成若

しくはその他の具体的標準を満たしてから、始めてロイヤリティを支払う等

を約定する。 

 

 

 

1.4.2 ロイヤリティ監査及び報告条項 

 

ライセンス契約においてもう一つ主な要素はロイヤリティの約定である。

権利者にとって、ライセンス市場が独占または寡占的傾向にあるとき、強力

なバーゲニングパワー（bargain power）を持ち、価格差別化により利潤最

大化を図ることができる。 

経済学の理論において、価格差別化モデルが、「第 1級価格差別化（完全

価格差別化）」、「第 2級価格差別化」、「第 3級価格差別化」及び「二段

階式価格（Two-Part Tariff）」に分けられ、また、ロイヤリティに関しよ

く用いられる約定方式も上記経済学理論と対応することができる。 

所謂「第１級価格差別化（完全価格差別化）」とは、ライセンサーは、ラ

イセンシーが商品1単位当たり最大限支払っても良いと思う留保価格で販売

することを言う。ライセンシーの消費者余剰を全て奪う価格差別化戦略であ

るが、実務上不可能である。 

「第 2級価格差別化」とは、ライセンシーの購入数量に応じて異なる販売

価格が付けられることを言う。日常生活の経験から言うと、水道料金は、使

用量が低い時と、高い時で異なる価格設定が行われること、またはタクシー
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料金のように、走行距離の範囲に応じて異なる価格設定が行われることが、

この概念に該当する。ライセンス市場において第 2級価格差別化政策を取る

とき、技術使用量若しくは製品生産量に応じて価格設定が行われ、通常「逓

減課金方式」若しくは「逓増課金方式」の二種類に大別することができる。

「逓減課金方式」は、ライセンシーが当該技術を積極的に実施することを奨

励するのに対して、「逓増課金方式」は、ライセンシーの使用量を制限する

傾向にある。 

「第 3級価格差別化」とは、市場・顧客の属性に応じて異なる価格設定が

行われることを言う。日常生活の経験から言うと、映画料金は、学生料金と

大人料金に分けられ、チケット転売が禁じられることは、「第 3級価格差別

化」に該当する。ライセンス市場においては、大体地理的地域・顧客をセグ

メントした上で、異なるロイヤリティ料率を設定する。 

「二段階式価格化(Two-Part Tariff)」とは、ライセンサーは予め固定料

金（入場料、Entry fee）を課金した後、ライセンシーが実際に使用した数

量に応じて使用料（ロイヤリティ、Royalties）を課金することを言う。ラ

イセンス市場では、二段階価格化政策を取るとき、実務上、ライセンス料は、

技術情報開示対価の「前払金（Up-front payments）」（通常将来のロイヤ

リティ支払額を下回る）、「マイルストーンペイメント（Milestone payments）」、

及び、商品の市場投入後、販売数量、売上高に一定の割合を掛けた金額を支

払うロイヤリティに大別される。 

上掲の、商品販売数量、売上高に一定の割合をかけた金額をロイヤリティ

とする計算方法において、如何にライセンシーが実際に販売した数量、売上

高を確認するのかが重要なポイントであるため、上記方法をとる場合、ライ

センス契約において、ライセンシーは、実施事項・数量・金額の全てを報告

し、係る会計帳簿を保存する義務を負うこと、及び、ライセンサーは、非定

額ロイヤリティ計算の正確性を確保するため、随時ライセンシーの帳簿を監

査（audit）できることを、約定することが多い。なお、争いが生じないよ

う、契約において併せて監査費用の負担を約定することもある。 

ライセンス市場において、価格交渉力が弱い、若しくはロイヤリティ算出

金額の減少を図るため、ライセンサーは定額のロイヤリティを課金する可能

性がある。すなわち、もしライセンシーが実施する事項、数量または金額の

コストが高い過ぎるうえに転嫁が難しい、または当該製品がすでに成熟し合

理的にライセンシーの実施事項、数量または金額を予測できるとき、次のよ

うに定額のロイヤリティを採用することができる。 
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（1）ランプサム・ペイメント(Lump sum payment)20 

（2）イニシャル・ペイメント(Initial payment)21 

（3）アドバンス・ロイヤリティ(Advanced royalty)22 

 

上掲のロイヤリティ課金方法の他、ライセンサー若しくはライセンシーの

利益を保護する立場から、上記方法に、「最高支払限度額」若しくは「最低

支払限度額」を含むロイヤリティの支払限度額を設ける約定を取り入れる可

能性もある。 

「ロイヤリティ最高支払限度額」は、ライセンシーの立場に立つもので、

ライセンサーが研究開発費・利益を回収するのに足りるくらい、ロイヤリテ

ィが一定の金額に達したとき、ライセンシーが市場開拓に努力し、当該技術

を主流にすることを奨励するためにも、契約において、ロイヤリティが一定

の額に達すれば、超過分は計上されない、若しくは支払義務が免除されるこ

とを言う。これは通常新規産業に見られるもので、特に、複数の集団が異な

るプラットフォームを開発して、重要な産業のための技術標準の座を争う場

合に良く見られる。 

一方、「ロイヤリティ最低支払限度額」は、ライセンサーの立場に立つも

ので、ライセンシーはライセンサーに対し、ロイヤリティの最低支払額を承

諾することを言う。蓋し、権利者にとって、ライセンスの付与に全く費用が

伴わないわけではなく、技術開発費の他、なお技術維持費等が発生するので、

ライセンサーが諸費用を回収できるよう確保し、同時にライセンシーが当該

技術を積極的に市場の開拓・革新に利用することを奨励するためにも、「ロ

イヤリティ最低支払限度額」を約定する。これは通常専用実施権許諾契約に

見られるもので、ライセンスの範囲内で他者に権利の実施を許諾できないの

で、権利者は、ライセンシーが技術取得後実施しないことを防ぐため、「ロ

イヤリティ最低支払限度額」を約定する。 

一般的に、如何なるロイヤリティ条項を採用しても、大抵公平交易法に違

反する虞がないため、公平交易委員会も、技術授権協議案件処理原則第 5に、

                                         
20 ライセンス契約において、ロイヤリティの総額を約定して、契約成立・発効後、ライセンシーは約

定額を一括若しくは分割で支払う方法を言う。 

21 ライセンス契約においてロイヤリティの総額を約定するが、契約成立・発効前、若しくは発効後の

一定期間内に、契約締結の手数料、手付金等として一部の金額を先に支払い、その他の部分は、契約

を一定期間執行後に支払う方法を言う。 

22 ライセンス契約において、従量課金を約定するが、各期若しくは最終的な支払い額は予想できるた

め、契約締結時若しくは各期の始めに先に課金し、後で前払い額から控除するか、若しくは不足分を

補填する方法を言う。 
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「実施許諾技術は製造過程の一部若しくは部品に存在する場合、計算上の便

利のため、実施許諾技術で生産された最終的商品の製造・販売数量、若しく

は実施許諾技術を使用する商品を製造するための必要な原材料・部品の使用

量若しくは使用回数を、実施許諾料を計算する基礎とするとき。」、「特許

実施許諾料の支払は分割払い若しくは実施した後に後払いの方法で支払う場

合、ライセンシーが特許期間満了後にも実施済み技術の実施許諾料を支払わ

なければならないと約定するとき。」及び「ライセンサーの責めに帰すべき

でない事由により専門的技術が公開された場合、ライセンシーは依然として

約定により実施費用を持続的に支払わなければならないとき。」及び「ライ

センサーが実施許諾料による最低収入を確保するため、ライセンサーが実施

許諾技術を利用して商品を製造する最低数量、許諾技術の最低使用回数、若

しくは販売商品につき最低数量をライセンシーに要請する条項を挿入すると

き。」等を例示して、何れも公平交易法における競争制限若しくは不公平競

争の規定に違反していない旨を説明している。しかしながら、もし「ライセ

ンシーに対し、その製造、生産した実施許諾商品を第三者に販売するときの

価格を制限するとき。」、「ライセンシーに対し、製造商品数・販売商品数

に上限を設け、若しくは特許・専門的技術を利用する回数に上限を設けると

き。」または「ライセンシーが実施許諾技術を利用したか否かを問わず、ラ

イセンサーはライセンシーに対し、ある商品の製造数・販売数に基づき、実

施許諾料の支払いを要請するとき。」の事情に該当し、且つ特定市場に対し

競争制限若しくは公平競争を妨害する虞があるとき、同処理原則第 6 の規定

により、公平交易法の規定に違反する可能性があるため、無効条項に該当す

る。 

1.5 一般的契約条項 

 

1.5.1「紛争の予防・解決」の考慮に基づく：準拠法と紛争解決条項 

 

ライセンス契約の両当事者は、契約の履行に関し、契約に約定する内容に

準ずるべきである。しかしながら、ライセンス契約に不備があるとき、若し

くは、両当事者がライセンス契約が法律に違反し無効であるか否かを争って

いるとき、各国の法律により補充する必要がある。また、両当事者が当該ラ

イセンス契約に適用すべき法律につき、明確な約定があるとき、準拠法の条

項に該当する。 

準拠法の条項の他、両当事者は、管轄裁判所などの解決場所、裁判手続に

よるか、若しくは裁判外紛争解決手続（Alternative Dispute Resolutions，

ADR）によるかの解決方法について約定することも多い。なお、準拠法と紛争

解決条項を別々にすることもできる。つまり、両当事者は A 国法を準拠法と
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約定するが、他の考慮に基づき、B国を裁判地・仲裁地と約定するとき、B国

の裁判官は A国法を適用して両当事者の紛争を解決するものとする。 

紛争解決方式から言うと、裁判手続による他、和解、調停若しくは仲裁方

式による解決方法を約定することもある。仲裁を例に挙げると、裁判と比べ、

仲裁方式の方は審理の速度が速く、例えば、台湾仲裁法は、仲裁廷は、成立

した日から 6ヶ月以内に仲裁判断書を作成するものであり、必要があれば、3

ケ月延長することができる、と規定している。しかしながら、たった 1 審級

で終了すること、及び仲裁者は両当事者からの影響を受けやすいことが短所

であり、一般的に、仲裁手続の公平性及び手続の完全性に関しては、裁判手

続きには及ばない。 

紛争解決場所の選択について言うと、通常考慮すべき要素は、裁判官の公

平性、訴訟対応の利便性、関連法律サポートを受ける可能性（例えば、当地

の法律事務所との連携関係の構築）等が含まれている。これらは何れも準拠

法と紛争解決条項を約定する時に留意すべき点である。 

 

1.5.2「ライセンサーによる競争制限」の考慮に基づく：ライセンサーによる独占

若しくは共同マーケティング条項 

 

ライセンサーは、技術の独占的優位を失わないように、ライセンス契約に

「抱き合わせ販売(Tying Arrangement)」、「排他的取引(Exclusive Dealing)」

等競争制限的条項を約定する。 

「抱き合わせ販売(Tying Arrangement)」とは、ライセンサーがライセンシ

ーに対し、知的財産権の含まれていない完成品または原料を購入するよう要

請することをいう。これは、合理的に技術・製品の品質・有効性を確保する

目的であれば、公平交易委員会の技術授権協議案件之処理原則第 5 の「実施

許諾技術が一定の効用水準を達成するように、実施許諾商品を一定の品質に

維持させるために必要な範囲内において、ライセンサーがライセンシーに対

し、実施許諾技術を利用した商品、原材料、部品等を一定の品質に維持させ

る義務を要請するとき。」に該当するため、公平交易法における競争制限若

しくは不正競争の規定に違反しない。しかしながら、ライセンサーは「ライ

センシーに対し、不要となった特許・専門的技術の購入、受け入れを強制す

るとき。」、同処理原則第 6の規定によると、不正競争に該当する虞がある。 

「排他的取引(Exclusive Dealing)」とは、ライセンシーに対し、競合他社

の製品の取り扱いを禁止することで、川上市場における競争を減殺すること

をいう。これは、公平交易法違反を構成する疑惑がある。 

上記競争制限の疑惑を回避し、同時に技術の独占的優位を維持するために

は、ライセンサーは、「共同マーケティング条項（Marketing）」及び「宣伝



 

 - 163 - 

条項(Publicity)」締結等の方法により、ライセンシーに対し、販売促進義務、

ブランド推進義務を負うよう要請することができる。これは通常、公平交易

委員会の技授権協議案件之処理原則第 5 に定める「技術ライセンス契約に、

ライセンシーが実施許諾商品の製造・販売に、全力を尽くすことを約定する

とき。」に該当するため、公平交易法における競争制限若しくは不正平競争

の規定に違反しない。 

 

1.5.3「改良技術の共有」の考慮に基づく：特許の改良とグランドバック条項 

 

ライセンシーは、ライセンス対象の実施権を取得後に、実施の過程におい

て、当該技術の改良を行う可能性がある。この場合、原ライセンス対象の実

施権がライセンサーに属するため、持続的に原ライセンス対象の使用許諾を

受けなければ、改良が行われたライセンス対象を利用できなくなるのに、改

良に必要な費用をライセンシーが投入するので、実施権の帰属をめぐって争

いが生じる可能性があることから、争いが生じないように併せて契約に約定

することも多い。 

契約条項において、改良技術はライセンサーに属すると約定するとき、ラ

イセンシーに不合理な負担を与え、市場競争を妨害する可能性があるので、

公平交易法に触れる懸念があることから、通常改良技術はライセンシーが所

有すると約定するが、ライセンシーに対し、ライセンサーに通知する義務、

及び原ライセンサーにライセンスを与える（有償ライセンス若しくは無償ラ

イセンス、専用実施権若しくは通常実施権）義務を課す。こういう条項は通

常「グラントバックライセンス(grant back license)」条項と言い、公平交

易委員会が技術許諾協議案件の処理原則第 5 の規定により、「技術ライセン

ス契約に、改良技術若しくは新しい応用法に関し、ライセンシーが通常実施

権を許諾する形で、ライセンサーへライセンスを提供する義務を負うこと

（grant back）を約定するとき。」、通常競争制限若しくは不公平競争に該

当しない。 

改良技術はライセンシーに帰属すると約定するのは一見してライセンシー

に有利なように見える。しかしながら、改良技術は大体、同時に原ライセン

ス対象と結合しなければならないので、一旦ライセンサーにライセンス供与

を断られれば、共倒れの局面が訪れる可能性がある。これを防ぐため、ライ

センサーは改良技術の「グラントバックライセンス(grant back license)」

をもって原ライセンサーと協議して、自らの持つ関連技術の行使を互いに許

諾し、研究開発連盟を形成することができる。この時定めた条項は「クロス

ライセンス（Cross license）」条項と言う。 
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1.5.4「ライセンサーの営業秘密保持」の考慮に基づく：秘密保持と引抜き防止条

項 

 

前述の通り、ライセンサーは、ライセンスの付与で技術的優位性を失う可

能性があるため、営業秘密若しくは技術的優位性の喪失を避けるため、ライ

センス契約中において、ライセンシーに対し、ライセンス契約有効期間内に

及びライセンス契約有効期間満了後に、特定の情報に関する秘密保持義務を

課す。また、公平交易委員会の技術授権協議案件之処理原則第 5 の規定によ

ると、「技術ライセンス契約に、改良技術若しくは新しい応用法に関し、ラ

イセンシーが、通常実施権を許諾する形で、ライセンサーへライセンスを提

供する義務を負うこと（grant back）を約定するとき。」、通常競争制限若

しくは不正競争に該当しない。 

この他、技術ライセンス案件では、ライセンシーがライセンサーの従業員・

取引先と接触後に引抜く事案があったので、営業秘密・競争優位性の喪失、

及び引き抜き行為による当事者間の信頼関係の破壊を回避するため、ライセ

ンサーはライセンシーに対し、ライセンス契約において引き抜き禁止条項を

約定し、契約の有効期間内・有効期間満了後に、契約の中止・解除後の一定

期間内に、他方の従業員の雇用、若しくは競合行為を行ってはならないこと

を約定することもある。 

 

 

 

1.5.5「実施許諾技術の合法性」の考慮に基づく：保証・賠償条項 

 

知的財産権若しくは技術が無形な資産であるため、ライセンサーが確実に

当該知的財産権若しくは技術を合法的に所有することを確認するには、ライ

センシーはしばしばライセンサーに対し、契約において、ライセンサーが確

かに当該権利を合法的に完全所有し、これらの権利に関しその他の負担を存

在させず、権利の実施権をライセンシーに付与する権限を持つことを担保す

るよう要請することがある。その同時に、ライセンシーが当該ライセンス対

象を実施したことで他人に権利主張をされたとき、ライセンシーは直ちにラ

イセンサーにその旨を通知するものであり、ライセンサーは、直ちに情報を

提供して裁判手続に協力する義務を負うこと、権利侵害が確定したとき、ラ

イセンサーが如何にライセンシーを補償すること等も約定する。 

以上を纏めると、ライセンス契約の締結に際し、まずライセンス契約の本

質が取引なので、他のビジネス取引行為と同様に、事業主はそのビジネスゴ

ール及び交渉の切り札を明確に把握して初めて、企業利益の最大化及び知的



 

 - 165 - 

財産権の新価値創造を達成できるが、当然、法律面の思考から逸脱すること

はできない。契約の約定内容は、私的自治の原則、契約の神聖の原則に基づ

き両当事者が遵守すべきである他、公平交易法の問題も考慮されるべきであ

る。公平交易法に関しては既に上記各条項において言述したが、以下、更に

詳しい説明を行う。 

 

1.5.6 公平交易委員会ライセンス準則（「行政院公平交易委員会対於技術授権協議

案件之処理原則」）の留意点 

 

ライセンスというビジネス行為に関して言うと、台湾公平交易委員会は、

特許ライセンス、専門的技術ライセンス若しくは特許と専門的技術の混合ラ

イセンス等類型のライセンス協定を処理するに際し、業者の遵守及び関連案

件処理の便に供するため、公平交易法に係る規範の具体化、法執行の標準の

明確化を図るため、「公平交易委員会対於技術授権協議案件之処理原則」を

定めた。故に、当該処理原則は、基本的に「専利ライセンス」、「専門的技

術ライセンス」若しくは「専利と専門的技術の混合ライセンス」のみに適用

される。所謂専利とは、専利法により特許権若しくは実用新案権を取得した

ものを言い、ここでは意匠権を取得したものは含まれない。また、専門的技

術（Know-How）とは、営業秘密法に定める「営業秘密」の定義を採用してい

る。これに基づき、意匠権、商標権または著作権等の実施許諾は、規範の範

囲に含まれない。 

公平交易法に違反するか否かにつき、当該処理原則は、次のステップに基

づき認定を行う： 

 

ステップ 1： 

公平交易委員会は、公平交易法第 45条の規定に基づき審査する：外形的に

は、専利法等に基づく正当な権利の行使に見えても、実質的には、特許権等

の正当な権利行使の範囲を逸脱し、専利法等の発明創作を保障する立法趣旨

に違反するとき、公平交易法及び本処理原則に基づき処理されなければなら

ない。 

 

ステップ 2： 

公平交易委員会は、ライセンス協定の形式若しくは用語の拘束を受けるこ

となく、技術ライセンス協定が次の特定市場（relevant markets）に対して

生ずる可能性のある、若しくは実際に生じた競争の制限又は不正競争の影響

に重点を置くものとする。 



 

 - 166 - 

 

1、 実施許諾技術を利用して製造・提供した商品の属する「商品市場」 

2、 当該技術との代替性により定義された「技術市場」 

3、 商品の研究開発を行う可能性により定義された「革新市場」 

 

ステップ 3： 

公平交易委員会が技術ライセンス協定案件を審理するに際し、係るライセ

ンス協定の内容の合理性を考慮する他、なお次の事項を斟酌しなければなら

ない： 

 

1、 実施許諾技術につきライセンサーが有するマーケットパワー 

2、 ライセンス協定の当事者の特定市場における市場ポジショニング及び

市場の動向 

3、 ライセンス協定による技術実施の増加具合、及び競争排除効果。 

4、 特定市場進出の困難さ 

5、 ライセンス協定における制限期間の長さ 

6、 特定の実施許諾技術市場の国際慣例・産業慣例 

 

当該処理原則はさらに第 5 において、技術ライセンス協定が次の事項につ

き約定を行ったとき、公平交易法における競争制限若しくは不公平競争の規

定に違反しない旨を例示して説明しているが、第 3、第 4により審査斟酌し不

正行為があるとされたときはこの限りでない： 

 

1、 ライセンシーの実施できる範囲を製造、使用若しくは販売に制限する条

項を約定するとき。 

2、 特許存続期間中に、ライセンス契約において期間の制限を設けるとき。

専門的技術がライセンサーの責めに帰すべきでない事由により、実施許

諾される専門的技術が営業秘密性を喪失し、公開される以前に、ライセ

ンス契約に期間制限条項を挿入するときも同様とする。 

3、 実施許諾技術が製造過程の一部若しくは部品に存在する場合、計算上の

便宜のため、実施許諾技術で生産された最終的商品の製造・販売数量、

若しくは実施許諾技術を使用する商品を製造するに必要な原材料・部品

の使用量若しくは使用回数をもって、実施許諾料を計算する基礎とする

とき。 

4、 特許実施許諾料の支払を分割払い若しくは実施した後の後払いの方法
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で支払う場合で、ライセンシーが特許期間満了後にも実施済み技術の実

施許諾料を支払わなければならないと約定するとき。ライセンサーの責

めに帰すべきでない事由により専門的技術が公開された場合でも、ライ

センシーは一定の期間一定の方法で、当事者の自由意思に基づき約定さ

れた実施費用を持続的に支払わなければならないとするとき。 

5、 技術ライセンス契約に、ライセンシーは改良技術若しくは新しい応用法

を通常実施権許諾の方法で、ライセンサーにライセンスを許諾する義務

を負うこと（grant back）を約定するとき。 

6、 技術ライセンス契約に、ライセンシーが実施許諾商品の製造・販売に、

全力を尽くすことを約定するとき。 

7、 専門技術ライセンス契約に、ライセンシーが契約期間または契約期間満

了後における営業秘密の専門技術につき秘密保守義務を負うことを約

定するとき。 

8、 実施許諾料による最低収入を確保するため、ライセンサーがライセンシ

ーに対し、実施許諾技術を利用して製造する商品の最低数量、実施許諾

技術の最低使用回数、若しくは商品の最低販売数量を要請する条項を挿

入するとき。 

9、 実施許諾技術が一定の効用水準に達するように、実施許諾商品を一定の

品質に維持させるために必要な範囲内において、ライセンサーがライセ

ンシーに対し、実施許諾技術を利用した商品、原材料、部品等を一定の

品質に維持させる義務を要請するとき。 

10、 ライセンシーは、実施許諾技術の移転・サブライセンスを行ってはな

らないとするもの。 

11、 実施許諾される特許がまだ有効であり、若しくは実施許諾される専門

的技術がまだ営業秘密となっているいう前提の下、ライセンシーは、

ライセンス協定有効期間満了後に、実施許諾技術を持続的に実施して

はならないとするもの。 

 

この他、当該処理原則は第 6 において、競合関係を有する技術ライセンス

協定の当事者間において、契約、協定若しくはその他の方法による合意をも

って、共同で実施許諾商品の価格を決定、若しくは数量、取引先、取引地域、

研究開発分野等を制限し、互いに当事者間の事業活動を制限し、特定市場の

機能に影響を与えるのに足るとき、ライセンス協定の当事者はこれを行って

はならないことを説明している。技術ライセンス協定の内容が、次に掲げる

何れかに該当し、特定の市場に対し競争制限若しくは公平競争を妨害する虞

があるとき、ライセンス協定当事者はこれを行ってならない： 
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1、 ライセンシーに対し、技術ライセンス協定の有効期間中、若しくは期間

満了後に、競合商品の研究開発、製造、使用、販売若しくは競合技術の

採用を制限するとき。 

2、 顧客をセグメントする目的のため、若しくはライセンスの範囲と関係な

く、ライセンシーに対し技術を実施できる範囲若しくは販売先を制限す

るとき。 

3、 ライセンシーに対し、不必要な特許・専門的技術の購入、受け入れを強

制するとき。 

4、 実施許諾される特許・専門的技術の改良が行われた場合、その改良技術

の利用に関し、専用実施権をライセンサーに許諾する義務（grant back）

をライセンシーに課すとき。 

5、 実施許諾された特許権の消滅後に、若しくはライセンシーの責めに帰す

べきでない事由により専門的技術が公開された場合、ライセンサーがラ

イセンシーに対し、当該技術の自由利用を制限し、或いは実施許諾料の

支払いを要請するとき。 

6、 ライセンシーに対し、その製造、生産した実施許諾商品を第三者に販売

するときの価格を制限するとき。 

7、 ライセンシーに対し、実施許諾技術の有効性を争うことを制限するとき。 

8、 ライセンシーに、実施許諾される特許権の内容、範囲若しくは存続期間

等を提供することを拒絶するとき。 

9、 特許権の存続期間中に、台湾域内において販売地域をセグメントして制

限する条項を特許ライセンス協定に挿入する。また、ライセンサーの責

めに帰すべきでない事由により、許諾される専門的技術が営業秘密性を

喪失して且つ公開される以前に、専門的技術のライセンス契約に販売地

域制限条項を挿入するときも同様とする。 

10、 ライセンシーに対し、商品の製造・販売数量に上限を設け、若しくは

特許・専門的技術を利用する回数に上限を設けるとき。 

11、 ライセンシーに対し、ライセンサー若しくはその指定する者を通じて

販売するよう要請するとき。 

12、 ライセンシーが実施許諾技術を利用したか否かを問わず、ライセンサ

ーがライセンシーに対し、ある商品の製造数・販売数に基づき、実施

許諾料の支払いを要請するとき。 

 

2.ロイヤリティ 

 

2.1 ロイヤリティの種類 
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2.1.1「二段階式価格(Two-Part Tariff)」： 

 

二段階式価格課金法を次の通りに示す： 

 前払金（Up-front payments） 

－Know-how 情報開示対価 

－通常将来のロイヤリティ支払額を下回る 

 マイルストーンペイメント（Milestone payments） 

 ロイヤリティ（Royalties） 

－商品市場投入成功後に支払うもの 

 

2.1.2 定額ロイヤリティ：支払方法により次のように分けることができる： 

 

（1）ランプサム・ペイメント(Lump sum payment)23 

（2）イニシャル・ペイメント(Initial payment)24 

（3）アドバンス・ロイヤリティ(Advanced royalty)25 

 

2.1.3 ロイヤリティの支払限度額の設定： 

 

（1）ロイヤリティの最高支払限度額の設定： 

 

ロイヤリティの最高支払限度額の設定は、ライセンシーの立場に立つ

もので、ライセンサーが研究開発費・利益を回収するのに足りるくらい、

ロイヤリティが一定の金額に達したとき、ライセンシーが市場開拓に努

力し、当該技術を主流にすることを奨励するためにも、契約において、

ロイヤリティが一定の額に達すれば、超過分は計上されない、若しくは

                                         
23 ライセンス契約において、ロイヤリティの総額を約定して、契約成立・発効後、ライセンシーは約

定額を一括若しくは分割で支払う方法を言う。 

24 ライセンス契約においてロイヤリティの総額を約定するが、契約成立・発効前、若しくは発効後の

一定期間内に、契約締結の手数料、手付金等として一部の金額を先に支払い、その他の部分は、契約

を一定期間執行後に支払う方法を言う。 

25 ライセンス契約において、従量課金を約定するが、各期若しくは最終的な支払い額は予想できるた

め、契約締結時若しくは各期の始めに課金し、後で前払い額から控除するか、若しくは不足分を補填

させる方法を言う。 



 

 - 170 - 

支払義務が免除されることを言う。これは通常新規産業に見られるもの

で、特に、複数の集団が異なるプラットフォームを開発して、重要な産

業のための技術標準の座を争う場合に良く見られる。 

 

（2）ロイヤリティの最低支払限度額の設定： 

 

ロイヤリティに対する最低支払限度額の設定は、ライセンサーの立場

に立つもので、ライセンシーはライセンサーに対し、ロイヤリティの最

低支払額を承諾することを言う。蓋し、権利者にとって、ライセンスの

付与に全く費用が伴わないわけではなく、技術開発費の他、なお技術維

持費等が発生するので、ライセンサーが諸費用を回収できるよう確保し、

同時にライセンシーが当該技術を積極的に市場の開拓・革新に利用する

ことを奨励するためにも、「ロイヤリティの最低支払限度額」を約定す

る。これは通常専用実施権許諾契約に見られるもので、ライセンスの範

囲内で他者に権利の実施を許諾できないので、権利者は、ライセンシー

が技術取得後実施しないことを防ぐため、「ロイヤリティの最低支払限

度額」を約定する。 

 

2.2 ロイヤリティの支払い方式 – 実績払い（Running royalties） 

 

「二段階式価格化(Two-Part Tariff)」におけるモデルでは、ロイヤリティは通

常業績と連動して期ごとに支払われるため、「running royalty」と言い、その価

格設定方法に次のものがある： 

（1）従量法： 

従量法とは、実施許諾技術を実施した商品･役務の製造、利用、販売数量

に応じて、1 単位ごとに支払うべきロイヤリティを約定し、商品の製造・

販売数量に対し監査を行った上で、支払うべきロイヤリティを計算するも

のを言う。 

 

（2）料率法： 

料率法とは、商品の製造・販売価格に応じて、ロイヤリティの料率を定

めるものを言う。例えば、商品出荷時の価格の 6％に当期の商品製造数・

販売数をかけた金額にロイヤリティ料率をかけた金額をロイヤリティ額と

する。 

 

（3）正味販売高： 
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正味販売高とは、ライセンシーが実際商品化時の売上高から関連コスを

差引いた後（監査上の対応の困難性のため、直接費用を一定の割合控除す

る場合もある）、一定の割合をかけた金額をロイヤリティ額とする。 

 

（4）変動ロイヤリティ料率： 

「逓減課金」と「逓増課金」に二分される。「逓減課金」方式では、ラ

イセンサーが製造・販売した数量が一定の範囲に達すれば、ロイヤリティ

の料率が減少するため、ライセンシーによる当該実施許諾技術の積極的な

利用を奨励することができる。一方、「逓増課金」方式は、ライセンシー

の利用量を制限する傾向にある。 

 

上記の、商品販売数量、売上高に一定の割合をかけた金額をロイヤリティとする

計算方法において、如何にライセンシーが実際に販売した数量、売上高を確認する

のは重要なポイントであるため、上記方法をとる場合、ライセンス契約において、

ライセンシーは、実施事項・数量・金額の全てを報告し、係る会計帳簿を保存する

義務を負うこと、及び、ライセンサーは、非定額ロイヤリティ計算の正確性を確保

するため、随時ライセンシーの帳簿を監査できることを約定することが多い。なお、

争いが生じないよう、契約において併せて監査費用の負担を約定することもある。

監査により派生したコストの負担は往々として条項中に併せて約定され、争議を防

いでいる。 

 

2.3.具体的事例 

 

 2.3.1 台湾製薬メーカーの新薬開発技術移転の事例 

 

台湾最大の製薬メーカーである台湾東洋薬品工業股份有限公司が投資した

智擘生技製薬股份有限公司は 2004 年に設立し、当時米国で最も流行していた

「No research, develop only」の運営方法で、早期研究をせず、新薬開発の

集中及び統合を運営方針とし、ニッチ市場から新薬販売への発展に成功した。 

上記運営方法は主に新薬開発の失敗率が極めて高いことに着眼し、このこ

とから、智擘生技製薬股份有限公司は脳癌薬品、呼吸困難の薬品などの数多

くの案を評価し、最後は PEP02 の癌薬品を開発の重点として選定した。智擘

生技製薬股份有限公司は過去に行った臨床前と臨床試験結果から、本製品が

もつ特性が既存薬品の毒性ならびに効果を大きく改善することが分かり、長

年、関連人材とコストを投資し、ようやく第二期胃癌の臨床試験、第二期膵

臓癌臨床試験を完了し、米国の Merrimack 社に技術移転した。 
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当該技術移転契約によると智擘生技製薬股份有限公司は 1000 万 US ドルの

前払金を受け取り、その後双方で共同約定した第三期臨床試験完了などの項

目に対し、マイルストーンペイメントを支払われ、薬品が順調に完成し、販

売開始となれば、智擘生技製薬股份有限公司は 2.2 億 US ドルの収入を得る予

定である。これは、二段階価格化政策を運用した「前払金」、「マイルスト

ーンペイメント」の案例であり、製品が発売された後に、双方はロイヤリテ

ィについて協議が行われる予定である。 

 

 2.3.2 フィリップス社の CD-R ライセンスの事例 

 

ランニング・ロイヤリティに関して言うと、フィリップス社 CD-R ライセン

ス案件は著名な事例である。CD-R ディスクの特許を多く保有するフィリップ

ス社は、1990 年代に何社かの台湾ディスクメーカーとライセンス契約を締結

し、ライセンス料の計算につき、「CD-R ディスク 1 枚当たり正味販売価格の

3%若しくは 10 JPY のうち、高い方に準じる」と約定している。上記約定方式

は、即ち従量法の「ランニング・ロイヤリティ」に該当するが、通常のラン

ニング・ロイヤリティとは異なり、フィリップス社は、二種の課金方式を採

用することで柔軟性を確保することができた。そのため、CD-R が徐々に代替

されるにつれて市場価格が著しく落ちてきくると、10JPY の正味販売価格を占

める割合が遥かに 3％を上回るようになった（甚だしくは、20％以上を占める）。

上記計算方式で、台湾ディスクメーカーは莫大な負担を抱え、後にフィリッ

プス社の公平交易法違反をめぐる行政訴訟、及びライセンス料約定が公平交

易法違反で無効か否かの争いを引き起こした。 

後にフィリップス社は、「Veeza」という新しいライセンス制度に移行する

こととした。Veeza 制度も、依然として従量法の「ランニング・ロイヤリティ」

を採用するものの、従来の、メーカーに対するライセンスの付与から、ロッ

ト毎の出荷物に対するライセンスの付与へ切り替えた。ロット毎のライセン

ス製品のライセンス料を約定する上、次の三つの明確な標示により、製品が

Vezza による使用許諾を受けているか否かを追跡・識別する。一つ目は、ディ

スクの中に付け加えられた Veeza の登録マーク、二つ目は、包装毎のシリア

ルナンバー、三つ目は、「LSCD（Licensed Status Confirmation Document）」

と言うライセンス認証書であるが、これら三つの標示により、業者の CD-R デ

ィスクがフィリップス社から使用許諾を受けているか否かを容易に識別する

ことができる。 

Veeza ライセンス制度を受け入れたメーカーは、Veeza 登録マーク及び LSCD

認証書を利用して、CD ディスク貿易市場の開放的且つ公正な競争環境を構築

できる上、ライセンス料 44％カットの優待を受けられ、つまり CD-R1 枚当た
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りのライセンス料が 2.5 セントに引き下げられた。 

 

 

第二節 技術流出の防止策：知的財産権管理制度の設計 

 

日本企業の多くは技術的優位な側にあり、台湾市場に進出した際にその所有技術が

盗作、剽窃もしくは盗取されるリスクをどのようにして効果的に回避するか、更に知

的財産権に係る訴訟問題に巻き込まれないためにはどうしたらよいか、これらは日本

企業が技術的優位を維持するための重要な課題である。本節は「従業員の管理」、「情

報安全の管理」、「情報の保存」、「対外的連携」及び「法律専門家との連携」など

の項目に分け、日本企業の台湾における子会社、支社、合弁会社及び関連企業の管理、

並びに対外取引において持つべき知的財産権の管理意識及び設立すべき管理制度に

ついて説明する。 

 

 

第一目：従業員の管理 

 

1.知的財産権保護の方針と制度の告示及び教育訓練 

  

1.1 知的財産権担当部署の設立 

 

1.1.1 知的財産権担当部署設立の必要性 

 

会社が知的財産権の担当部署を設立する必要性は、一般的に、会社

の業種、会社規模、必要な知的財産権の種類、主要な対外取引の種類、

取引形態及び取引の複雑性などの要素を考慮して判断する。日本企業

の台湾の子会社、支社、合弁会社及び関連企業の知的財産権に関する

管理は、その多くが日本本社の知財部が管理している。ただ、台湾の

子会社、支社、合弁会社及び関連企業の知的財産権に対する意識の欠

如、危機対応処理能力の不足、並びに言語または仕事に対する態度・

習慣の違いなどが妨げとなり、日本本社の知財部とのコミュニケーシ

ョンが円滑に進まないことがある。また、台湾子会社、支社、合弁会

社及び関連企業が警告状を受領したり、知的財産権訴訟に直面したり、

又は他者による権利侵害を受けてから、はじめて日本本社の知財部は

状況を把握することになるので、その時には事後処理しかできないこ

とがよくある。 






